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○川口市子ども医療費の支給に関する条例 

昭和４８年７月１日 

条例第３８号 

改正 昭和４８年１２月２５日条例第５５号 

平成５年３月２６日条例第１３号 

（題名改称） 

平成８年３月２９日条例第１３号 

平成１０年６月２６日条例第３５号 

平成１２年３月２３日条例第２４号 

平成１３年３月２６日条例第１２号 

平成１３年９月２７日条例第４０号 

平成１６年８月２０日条例第３５号 

平成１９年３月２０日条例第１７号 

平成１９年１２月２５日条例第５４号 

平成２０年９月２４日条例第３０号 

平成２１年３月２６日条例第８号 

（題名改称） 

平成２１年６月２６日条例第１９号 

平成２３年９月２６日条例第７４号 

平成２３年１２月２１日条例第１３４号 

平成２４年３月２７日条例第１８号 

平成２６年６月２６日条例第６０号 

（目的） 

第１条 この条例は、子どもが必要とする医療を容易に受けられるようにするため、

子どもに対し、医療費の一部を支給することにより、子どもの保健の向上と福祉

の増進を図ることを目的とする。 

（平成５条例１３・平成２１条例８・一部改正） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると
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ころによる。 

(1) 子ども 乳幼児及び児童をいう。 

(2) 乳幼児 ６歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者及び学

校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１８条の規定により保護者が同法第１

７条第１項に規定する義務の猶予（当該猶予が精神的又は身体的な理由による

ものであると市長が認める場合に限る。）を受けている者をいう。 

(3) 児童 １５歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者のうち

乳幼児以外のものをいう。 

(4) 保護者 親権を行う者、未成年後見人その他の者で、子どもを現に保護して

いるものをいう。 

(5) 保険給付 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）又は健康保険法（大

正１１年法律第７０号）その他これに類する法律（以下「社会保険各法」とい

う。）に規定する療養の給付、保険外併用療養費の支給、療養費の支給、訪問

看護療養費の支給、家族療養費の支給及び家族訪問看護療養費の支給をいう。 

(6) 一部負担金等 子どもに係る医療費のうち、国民健康保険法による被保険者

又は社会保険各法による被保険者、組合員若しくは加入者が、国民健康保険法

又は社会保険各法の規定により負担すべき額（食事療養標準負担額を除く。）

から法令の規定による医療に関する給付及びそれ以外の医療に関する給付であ

って国又は地方公共団体の負担によるものに係る額（食事療養標準負担額に係

るものを除く。）を控除した額をいう。 

（昭和４８条例５５・平成５条例１３・平成８条例１３・平成１０条例３

５・平成１２条例２４・平成１３条例４０・平成１９条例１７・平成１９

条例５４・平成２０条例３０・平成２１条例８・平成２１条例１９・一部

改正） 

（対象者） 

第３条 医療費の支給を受けることができる者は、市内に住所を有する子どもであ

って国民健康保険法の規定による被保険者又は社会保険各法に定める被扶養者で

あるもの（以下「対象子ども」という。）の保護者（保護者が複数ある場合にあ

っては、それらのうち規則で定める保護者に限る。次条から第６条まで、第７条
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第１項、第８条及び第９条において同じ。）とする。ただし、子どもが次の各号

のいずれかに該当する者である場合は、当該子どもに係る医療費の支給を受ける

ことができない。 

(1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている世帯に属

する子ども 

(2) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第８項に規定する小規

模住居型児童養育事業を行う者若しくは同法第６条の４第１項に規定する里親

に委託されている子ども又は措置により同法第７条第１項に規定する児童福祉

施設（母子生活支援施設を除く。）に入所している子ども 

(3) 川口市重度心身障害者医療費の助成に関する条例（昭和４８年条例第２２

号）による助成金の支給の対象となっている子ども 

(4) 川口市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例（平成４年条例第３５

号）による医療費の支給の対象となっている児童 

（平成１９条例１７・全改、平成２１条例８・平成２１条例１９・平成２

３条例１３４・平成２４条例１８・一部改正） 

（乳幼児の医療費の受給資格の登録） 

第４条 乳幼児に係る医療費の支給を受けようとする乳幼児の保護者は、規則で定

めるところにより市長に申請し、当該乳幼児に係る受給資格の登録を受けなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請に基づき、医療費の支給対象と認定したときは、

当該申請をした者に対し同項に規定する乳幼児に係る受給資格証を交付するもの

とする。 

（平成２１条例８・平成２４条例１８・一部改正） 

（児童の医療費の受給資格の登録等） 

第５条 児童に係る医療費の支給を受けようとする児童の保護者は、規則で定める

ところにより市長に申請し、当該児童に係る受給資格の登録を受けなければなら

ない。 

２ 市長は、前項の規定による申請に基づき、医療費の支給対象と認定したときは、

当該申請をした者に対し同項に規定する児童に係る受給資格証を交付するものと
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する。 

３ 児童に係る医療費の支給は、第１項の規定による申請があった日から開始する。

ただし、規則で定める場合にあっては、この限りでない。 

（平成２４条例１８・追加） 

（児童の医療費の支給制限） 

第６条 児童に係る医療費は、児童の保護者及びその配偶者が、医療費の支給を受

けようとする日において、その日の属する年（１月から９月までの間の支給を受

けようとする場合にあっては、その日の属する年の前年）の３月３１日までに納

期が到来した市税その他の市の徴収金のうち規則で定めるもの（以下「市税等」

という。）を滞納している場合であって、当該保護者にその児童に係る医療費を

支給することが市税等の納付の義務の履行に関し著しく公平を欠くと認められる

場合として規則で定める場合に該当するときは、支給しない。 

（平成２６条例６０・全改） 

（医療費の支給） 

第７条 市長は、対象子どもについて保険給付があったときは、保護者に一部負担

金等（当該保険給付に係るものに限る。）に相当する額から付加給付金を控除し

た額の医療費を支給するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、税の申告を行わないこと等対象子どもの保護者又は

対象子どもの属する世帯の世帯主若しくは世帯員の責めにより過分の自己負担が

あると推定されるときは、市長が別に定めるところにより算定した額の範囲内の

額を支給することができる。 

（平成１９条例１７・全改、平成２１条例８・平成２３条例７４・一部改

正、平成２４条例１８・旧第５条繰下・旧第６条繰下・一部改正） 

（支給の方法） 

第８条 医療費の支給は、対象子どもの保護者の申請に基づいて行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、対象子どもが市長が指定した病院、診療所、

薬局その他の者（以下「医療機関等」という。）から診療、薬剤の支給若しくは

手当を受けたとき又は市長が指定した訪問看護事業者から訪問看護を受けたとき

は、保護者に代わって一部負担金等に相当する額を当該医療機関等又は訪問看護
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事業者に支払うことができる。 

３ 前項の規定による支払があったときは、同項の対象子どもについて、保護者に

医療費の支給があったものとみなす。 

（平成５条例１３・平成１９条例１７・平成２１条例８・一部改正、平成

２４条例１８・旧第６条繰下・旧第７条繰下・一部改正） 

（届出義務） 

第９条 保護者は、第４条第１項又は第５条第１項の規定により申請した事項に変

更が生じたときは、その旨を速やかに市長に届け出なければならない。 

（平成２４条例１８・追加・旧第８条繰下） 

（譲渡又は担保の禁止） 

第１０条 医療費の支給を受ける権利は、他に譲渡し、又は担保に供してはならな

い。 

（平成２４条例１８・旧第７条繰下・旧第９条繰下） 

（損害賠償との調整） 

第１１条 市長は、第三者の行為によって生じた対象子どもの疾病又は負傷に関し、

当該対象子どもが損害賠償を受けたときは、その限度において、医療費の全部若

しくは一部を支給せず、又は既に支給した医療費の額に相当する額を返還させる

ことができる。 

（平成１９条例１７・追加、平成２１条例８・一部改正、平成２４条例１

８・旧第８条繰下・旧第１０条繰下） 

（支給金の返還） 

第１２条 市長は、偽りその他不正の行為により医療費の支給を受けた者があると

き、又は第２条第６号の規定により国民健康保険法による被保険者若しくは社会

保険各法による被保険者、組合員若しくは加入者が負担すべき額から控除をすべ

き医療に関する給付を受けた者であって当該控除を行わずに医療費の支給を受け

たものその他過誤払が生じている者があるときは、これらの者から既に支給した

医療費の全部又は一部を返還させることができる。 

（平成２０条例３０・全改、平成２４条例１８・旧第９条繰下・旧第１１

条繰下・一部改正、平成２６条例６０・一部改正） 
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（委任） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

（平成１９条例１７・旧第９条繰下、平成２４条例１８・旧第１０条繰下・

旧第１２条繰下、平成２６条例６０・旧第１４条繰上） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（平成２３条例７４・旧附則・一部改正） 

（鳩ヶ谷市の編入に伴う経過措置） 

２ 鳩ヶ谷市の編入の日（以下この項から附則第４項までにおいて「編入日」とい

う。）前に、編入前の鳩ヶ谷市子ども医療費の支給に関する条例（昭和４８年鳩

ヶ谷市条例第２２号。以下「編入前の鳩ヶ谷市条例」という。）の規定の適用を

受けていた者の編入日前の診療、薬剤の支給若しくは手当又は訪問看護に係る医

療費の支給については、なお編入前の鳩ヶ谷市条例の例による。 

（平成２３条例７４・追加） 

３ 編入前の鳩ヶ谷市条例の規定により交付された受給資格証は、編入日から平成

２４年３月３１日までの間は、第４条第２項の規定により交付されたものとみな

す。 

（平成２３条例７４・追加） 

４ 前２項に規定するもののほか、編入日前に、編入前の鳩ヶ谷市条例の規定によ

りなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたもの

とみなす。 

（平成２３条例７４・追加） 

附 則（昭和４８年１２月２５日条例第５５号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和４８年７月１日から適用する。 

附 則（平成５年３月２６日条例第１３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成５年４月１日から施行する。 

（適用区分） 
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２ この条例による改正後の川口市乳幼児医療費の支給に関する条例の規定は、こ

の条例の施行の日以後の診療に要した医療費から適用し、同日前の診療に要した

医療費については、なお従前の例による。 

附 則（平成８年３月２９日条例第１３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成８年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の川口市乳幼児医療費の支給に関する条例の規定は、こ

の条例の施行の日以後の診療に要した医療費から適用し、同日前の診療に要した

医療費については、なお従前の例による。 

附 則（平成１０年６月２６日条例第３５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１２年３月２３日条例第２４号） 

この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年３月２６日条例第１２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１３年５月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の川口市乳幼児医療費の支給に関する条例の規定は、こ

の条例の施行の日以後の診療に要した医療費から適用し、同日前の診療に要した

医療費については、なお従前の例による。 

附 則（平成１３年９月２７日条例第４０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１４年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の川口市乳幼児医療費の支給に関する条例の規定は、こ

の条例の施行の日以後の診療に要した医療費から適用し、同日前の診療に要した

医療費については、なお従前の例による。 

附 則（平成１６年８月２０日条例第３５号） 
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（施行期日） 

１ この条例は、平成１６年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の川口市乳幼児医療費の支給に関する条例の規定は、こ

の条例の施行の日以後の診療に要した医療費から適用し、同日前の診療に要した

医療費については、なお従前の例による。 

附 則（平成１９年３月２０日条例第１７号） 

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年１２月２５日条例第５４号） 

この条例は、学校教育法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第９６号）の

施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

附 則（平成２０年９月２４日条例第３０号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年３月２６日条例第８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の川口市子ども医療費の支給に関する条例の規定は、こ

の条例の施行の日以後に行われた診療、薬剤の支給若しくは手当又は訪問看護（以

下「診療等」という。）に係るものについて適用し、同日前に行われた診療等に

係るものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成２１年６月２６日条例第１９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年９月２６日条例第７４号） 

この条例は、平成２３年１０月１１日から施行する。 

附 則（平成２３年１２月２１日条例第１３４号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条、第４条、第６条、第７

条、第９条、第１１条、第１３条及び第１５条の規定は、平成２４年４月１日か
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ら施行する。 

附 則（平成２４年３月２７日条例第１８号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年１０月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 次項の規定 平成２４年４月１日 

(2) 第２条の規定 平成２５年１０月１日 

（施行前の準備） 

２ 第１条の規定による改正後の川口市子ども医療費の支給に関する条例（以下「第

１条改正条例」という。）第５条第１項の規定による受給資格の登録及び同条第

２項の規定による受給資格証の交付の手続にあってはこの条例の施行の日前に、

第２条の規定による改正後の川口市子ども医療費の支給に関する条例（以下「第

２条改正条例」という。）第１３条の規定による調査にあっては前項第２号に掲

げる規定の施行の日前においても行うことができる。 

（経過措置） 

３ 第１条改正条例の規定は、この条例の施行の日以後に行われた診療、薬剤の支

給若しくは手当又は訪問看護（以下「診療等」という。）に係るものについて適

用し、同日前に行われた診療等に係るものについては、なお従前の例による。 

４ 第２条改正条例の規定は、第１項第２号に掲げる規定の施行の日以後に行われ

た診療等に係るものについて適用し、同日前に行われた診療等に係るものについ

ては、なお従前の例による。 

附 則（平成２６年６月２６日条例第６０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の川口市子ども医療費の支給に関する条例の規定は、こ

の条例の施行の日以後に行われた診療、薬剤の支給若しくは手当又は訪問看護（以

下「診療等」という。）に係るものについて適用し、同日前に行われた診療等に

係るものについては、なお従前の例による。 
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